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深層崩壊が発生すると，崩壊土砂による直接的な被害だけではなく，崩壊土砂による天然ダムの形

成や大規模土石流の発生により，周辺地域では甚大な被害が生じる恐れがある。深層崩壊による被害

を軽減するためには，深層崩壊の発生場所，規模，形態などを事前に予測しておく必要がある。発生

場所については，研究事例の蓄積により，客観的な根拠に基づく深層崩壊の発生する恐れのある場所

の絞り込みがある程度可能となっている。 

本資料は，より詳細な深層崩壊対応策を検討するため，これまでの知見を集約し，深層崩壊の発生

する恐れのある斜面を抽出する手法及び斜面のリスク評価を行う手法を示し，解説するものである。 
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1. はじめに 

 

深層崩壊が発生すると，崩壊土砂やそれに伴う大規模な土石流による直接的な被害だけではなく，崩壊土

砂による天然ダムの形成により，周辺地域では甚大な被害の可能性（災害リスク）が生じる。そのような深

層崩壊による被害や災害リスクを軽減するためには，深層崩壊の発生場所及び崩壊規模を事前に予測してお

く必要がある。これらのうち，発生場所については，客観的な根拠に基づく深層崩壊の発生する恐れのある

場所の絞り込みがある程度可能となっている 1)。 

独立行政法人（現：国立研究開発法人）土木研究所は，平成20年11月に「土木研究所資料第4115号 深

層崩壊の発生する恐れのある渓流抽出マニュアル(案)」1)（以下，渓流抽出マニュアル）を発行した。また，

国土交通省では，日本全国の深層崩壊の発生頻度を推定した「深層崩壊推定頻度マップ」を平成 22 年 8 月

に公表し 2)，深層崩壊の発生頻度の高い地域について渓流抽出マニュアルに準じて渓流（小渓流）レベルで

の危険度評価を行った（図 1-1）。平成24年9月には，地域別の深層崩壊跡地密度マップとともに渓流レベ

ルの評価マップを公表した 3)。 

本資料は，より詳細な深層崩壊対応策を検討するため，これまでの知見を集約し，深層崩壊の発生する恐

れのある斜面を抽出する手法及び斜面のリスク評価を行う手法を示し，解説するものである。 

 

 

図 1-1 深層崩壊に対する取り組みの推移 
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2. 概説 

2.1 目的 

一般的にリスクとは，「危害の発生確率及びその危害の程度の組合せ」4)として表現される。しかし，深層

崩壊の場合，崩壊事例が少ないことから「危害の発生確率」を厳密に推定することは困難である。また，「危

害の程度」は「深層崩壊の発生に伴う天然ダム・土石流などの影響範囲」として表すことができる。近年，

数値シミュレーションによる深層崩壊に伴う土石流の影響範囲推定が可能となっている 5)。これの結果は，

深層崩壊の崩壊規模（崩壊土砂量）の設定によるところが大きい。 

そこで，本資料では，発生確率を「危険度」，程度を「崩壊規模」と置き換え，双方が大きい斜面をリス

クの大きな斜面として評価することとした（図 2-1）。 

 

 

図 2-1 リスク評価のイメージ 
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2.2 手法の概要 

本資料に示す深層崩壊の発生する恐れのある斜面抽出技術手法は，「深層崩壊の発生する恐れのある斜面

の抽出（一次抽出）」，「調査優先度の設定（二次抽出）」及び「斜面の危険度評価と崩壊規模の推定（斜面の

リスク評価）」からなる。以下にそれぞれについて解説する。 

 

2.2.1 深層崩壊の発生する恐れのある斜面の抽出（一次抽出） 

深層崩壊は深層崩壊跡地に近接して発生することが多く 6)，深層崩壊の発生の有無を把握することは極め

て重要である。また，深層崩壊の発生の前兆現象として特徴的な微地形が斜面に形成されることが多い 7),8)。

そこで，航空レーザー測量（レーザープロファイラ）で得られる高精度DEMデータ（以下LPデータとす

る）より作成された地形表現図（傾斜量図等）や空中写真を用いて，深層崩壊跡地の抽出や微地形を判読し，

深層崩壊の発生する恐れのある斜面を抽出する。 

 

2.2.2 調査優先度の設定（二次抽出） 

社会的条件や地形的条件から総合的に判断して，一次抽出した深層崩壊の発生する恐れのある斜面につい

て調査優先度を設定する。社会的条件は，人家や公共的建物，災害時要援護者関連施設などの保全対象の位

置や各施設の重要性等を整理することにより設定する。地形的条件は，LP データを用いた地形解析を行う

ことにより設定する。地形解析を行うことにより，検討地域の地形・地質に応じた抽出指標の設定や抽出結

果の分析が可能となり，定量的に斜面を評価することができる。深層崩壊の発生する恐れのある斜面は，水

文地形条件（勾配・集水面積）に影響されていると推測されることから，勾配と集水面積による深層崩壊発

生率を閾値とした水文地形特性を抽出指標とする 6)。また，深層崩壊跡地の多くが重力変形地形を有してい

ることから 7),8)，重力変形地形を表現できる地形量を抽出指標とする。 

 

2.2.3 深層崩壊の発生する恐れのある斜面のリスク評価 

2.1 で述べたように，本資料では，深層崩壊の発生する恐れのある斜面のリスクを「危険度」と「崩壊規

模」の組合せで評価することとする。斜面の危険度評価では，「地形・地質状況による評価」や斜面に形成さ

れた小崖の拡大進行程度を示した「ひずみ率」9),10)，水文・水質における周辺との比較により斜面の特異性

を示した「水文・水質調査」11)による評価を行う。一方，崩壊規模の推定には，斜面の内部構造の把握が不

可欠であり，地表踏査，ボーリング，物理探査などの詳細調査により，推定崩壊面の空間分布を把握し，崩

壊土砂量を算出する。 

 

2.2.4 リスク評価後の対応 

リスクが大きいと評価された斜面においては，従来から地すべり斜面崩壊の調査として用いられている動

態観測や，地下水位観測などによる「斜面の監視・観測」を行う。 
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2.3 作業手順 

深層崩壊の発生する恐れのある斜面の抽出手法には，微地形，地質構造，水文・水質情報を利用する等が

考えられる。しかし，手法によって抽出精度や適応スケールが異なり，横並びの指標として利用するのは困

難である。そこで，本資料では，抽出目的や手法の特性に応じて段階的に深層崩壊の発生する恐れのある斜

面の抽出，調査優先度の設定を行い，斜面の危険度リスク評価を行うこととする（図 2-2）。 

まず，既往文献や既往成果を基に，検討対象地域の地形・地質条件，気象条件を整理し，地域特性や深層

崩壊発生の要因について整理する。深層崩壊の特に多い地域のうち，地形・地質条件や保全対象等を考慮し，

検討対象地域を選定する。 

次に，一次抽出として，LP データを用いて作成された地形表現図及び空中写真により，検討対象地域内

の深層崩壊跡地情報や深層崩壊の発生と関係性の高い微地形要素に着目した判読を行い，深層崩壊の発生す

る恐れのある斜面を抽出する。 

続いて，二次抽出として，社会的条件や地形的条件から総合的に判断して調査優先度の設定を行う。社会

的条件では，人家や公共的建物，災害時要援護者関連施設などの保全対象の位置や各施設の重要性等を整理

する。地形的条件では，LP データの解析により算出された危険度の高い地形量（勾配と集水面積の組み合

わせ）を有する斜面及び重力変形による地形的特徴を有する斜面を抽出し，両者の地形量の多寡を整理する。 

最後に，斜面のリスク評価として，斜面の危険度評価と崩壊規模の推定を行う。斜面の危険度評価では，

地形・地質状況による評価や斜面のひずみ率算出，水文・水質調査による評価を行う。また，崩壊規模の推

定では，地表踏査やボーリング調査，物理探査等詳細調査を実施し，深層崩壊の発生する恐れのある範囲や

崩壊深度の推定を行うことで，崩壊土砂量を算出する。 
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図 2-2 深層崩壊の発生する恐れのある斜面抽出及びリスク評価フロー 
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3. 資料の収集・整理 

深層崩壊の発生する恐れのある斜面の抽出にあたり，資料の収集及び整理を実施する。収集する資料は次

の通りである。 

①LPデータ 

原則として，地方整備局，事務所等の所有する 1～2mグリッドサイズのLPデータを準備する。 

②深層崩壊推定頻度マップ 

平成22年8月に国土交通省河川局砂防部より発表された資料 2)である。 

③地域別深層崩壊跡地密度マップ 

平成24年9月に国土交通省水管理・国土保全砂防部より発表された資料 3)である。 

④深層崩壊渓流（小流域）レベル評価マップ 

平成24年9月以降，各砂防事務所等より発表された資料 3)である。 

⑤対象地域の地形，地質に関する資料 

崩壊地分布図や微地形分類図，1/200,000 シームレス地質図のほか，検討地域の1/25,000地形図，地質図， 

地形分類図等を収集する。 

⑥既往成果，県や市町村の災害史，気象災害報告，ハザードマップ等 

検討対象地域の砂防担当部局等を通じて既存の整理された資料を可能な限り収集する。既存の整理された

資料では以降の検討が十分に進められない場合には，各種の災害史（都道府県や市町村の災害史），気象災害

報告（気象庁）等の既往文献，公表資料について収集する。 

⑦社会基盤施設情報，統計データなど 

社会基盤施設情報は，管内図を参照するほか，地域を所管する自治体を通じて既存の整理された資料を可

能な限り収集する。 

⑧GISデータ（深層崩壊跡地，微地形等） 

GISデータは，既往の関連業務等で作成されている深層崩壊に関する各種GISデータを収集する。また，

WEB上に公開されている関連データも収集する。 

⑨空中写真 

空中写真は，撮影縮尺 1/5,000～1/10,000 の垂直写真（モノクロ，カラーどちらでも可）で，既存の写真

のうち最新のものとする。 

⑩既往文献 

対象地域及びその周辺地域における深層崩壊の有無，地形・地質条件，気象条件等について記述のある既

往文献を収集する。 

⑪既往調査成果 

対象地域及びその周辺地域において，地質調査，微地形判読，空中電磁探査等が実施されている場合は，

その調査成果を収集する。 



 

7 

 

4. 検討対象地域の選定 

渓流抽出マニュアル 1)によって相対的な危険度が高いと判定された渓流の流域，もしくは深層崩壊跡地密

度マップ 3)で崩壊跡地が特に多いエリアのうち，地形・地質条件や保全対象，事業優先度等を考慮し，深層

崩壊の発生する恐れのある斜面の抽出を行う検討対象地域を選定する。なお，検討対象地域の選定の際には，

現地調査の条件や既往調査による詳細な微地形判読や空中電磁探査の実施の有無なども考慮する。 

 

5. 深層崩壊の発生する恐れのある斜面の抽出（一次抽出） 

5.1 深層崩壊跡地情報の整理 

空中写真及び LPデータから作成した地形表現図を背景図として，高精度な深層崩壊跡地分布図を作成す

る。空中写真は，可能な限り大縮尺で鮮明なものを使用し，大縮尺の空中写真を利用できない場合は，オル

ソ画像を使用する。また，LP データを加工し，地形起伏を強調することにより地形判読を容易にした地形

表現図等を作成し使用する。なお，深層崩壊跡地情報については，LP データを用いて作成された崩壊地分

布図や微地形分類図等が利用可能な場合には，それらを用いることとする。 

判読の方法は渓流抽出マニュアル 1)に準拠し，深層崩壊跡地は「崩壊主部（崩壊範囲）」と「移動土塊部分」

に分けて判読する。後述する水文地形解析に利用するのは，「崩壊主部（崩壊範囲）」である。判読結果は，

GIS上で活用できるように電子化し，縮尺1/1,000～1/5,000程度の基図に表示する精度の内容を備えている

ものとする。併せて，崩壊の規模（崩壊面積，推定崩壊深度等）を属性データとして整理しておくことが望

ましい。 

 

5.2 深層崩壊の発生に関わる微地形の判読 

検討対象地域の地形，地質，崩壊特性を考慮し，深層崩壊の発生と関係性の高い微地形要素に着目した判

読を行う。着目する微地形要素は，山頂緩斜面，二重（多重）山稜，線状凹地，（山向き）小崖地形，円弧状

クラック，岩盤クリープ斜面，地すべり地形，リニアメント等である。また，小崩壊やガリー，湧水による

表面侵食や植生の違い等，不安定土塊の活動性を示す変状についても判読を行う。 

 

5.3 深層崩壊の発生する恐れのある斜面の抽出 

深層崩壊跡地の縁辺部，岩盤クリープ斜面，大規模地すべり地形の末端部，円弧状クラックを有する斜面，

山頂緩斜面の縁辺部では，深層崩壊が発生する可能性が高いことから，5.1項で整理した深層崩壊跡地情報，

及び5.2項で判読した微地形に基づき，深層崩壊の発生する恐れのある斜面を抽出する。 
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図 5-1 深層崩壊跡地の抽出イメージ（模式図）1) 

 

 

図 5-2 微地形の抽出イメージ（模式図）6)を一部改変 
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6. 調査優先度の設定（二次抽出） 

深層崩壊の発生する恐れのある斜面に対して，社会的条件や地形的条件から総合的に判断して，調査優先

度を設定する。 

 

6.1 社会的条件による選定 

検討対象地域において，人家や公共的建物，災害時要援護者関連施設などの保全対象の位置や各施設の重

要性等，社会的条件を整理し，調査優先度を設定する。 

 

6.2 地形的条件による選定 

6.2.1 水文地形特性による斜面抽出 

検討対象地域において，深層崩壊跡地の分布を基にした地形量ごとの深層崩壊面積率を算出する。勾配及

び集水面積と深層崩壊面積率の関係から，危険度が相対的に高くなる閾値を設定する。深層崩壊の発生する

恐れのある斜面のうち，危険度の高い地形量（勾配と集水面積の組み合わせ）を有する斜面を抽出する。 

実施方法の詳細は，渓流抽出マニュアル 1)に準拠する。地形量の算出にはLPデータを使用する。ただし，

小さなメッシュサイズは表層崩壊を対象とする解析スケールと重複するため，LPデータから10m程度のメ

ッシュサイズデータを作成して使用する。地質条件が異なる場合には，概ね等しいものとして扱える範囲ご

とで実施する。 

勾配と集水面積の組み合わせごとに深層崩壊面積率（＝当該地形量を有する深層崩壊跡地メッシュ数／当

該地形量を有する全メッシュ数）を算出する。当該地形量を有する深層崩壊跡地メッシュ数のカウントにあ

っては，5.1項で整理した深層崩壊跡地のGISデータを用いることとし，当該地形量を有するメッシュの重

心が深層崩壊跡地のポリゴン内にあるときに，当該地形量を有する深層崩壊跡地メッシュとする。 

また，深層崩壊面積率の算出にあたっては，表 6-1に示す様式に従うこととし，当該地形量を有する全メ

ッシュ数，深層崩壊跡地メッシュ数，深層崩壊面積率をそれぞれ整理する。集水面積の階級区分は，算出値

の出現頻度により任意に設定する。 

算出した勾配と集水面積及び深層崩壊面積率の関係から，深層崩壊面積率が検討対象地域における全体の

平均値の概ね2倍以上となる勾配と集水面積の組み合わせを危険度の高い地形量の閾値とし，それ以外を危

険度の低い地形量とする。集計表では，勾配及び集水面積が増大するにしたがって，危険度の低い地形量か

ら高い地形量へ移行するように閾値を設定する 1)。 

表 6-1 斜面勾配と集水面積の組み合わせによる深層崩壊面積率の算出 1) 

 



 

10 

 

6.2.2 重力変形地形特性による斜面抽出 

検討対象地域において，重力変形（岩盤クリープ）による地形的特徴が表現可能な地形量を用いて，重力

変形斜面とそれ以外の斜面に対して分離性の高い閾値を設定することにより，重力変形による地形的特徴を

有する斜面を抽出する。 

重力変形の地形的特徴が表現可能な地形量には，斜面勾配比と最小固有値比を用いることとする 13),14)。こ

のほか，重力変形地形を表現する地形量の算出が可能な場合は，抽出指標として使用しても良い。地質条件

が異なる場合には，概ね等しいものとして扱える範囲ごとで実施する。 

斜面勾配比と最小固有値比は，斜面勾配，固有値比についてそれぞれウィンドウサイズ（空間解析距離）

を変えて，算出する 12),13)。DEMのメッシュサイズは1～2m程度とする。ウィンドウサイズは，500m以下

で 10 種程度とする。固有値比，斜面勾配は，地形量毎に各ウィンドウサイズのボックスプロット図を作成

し，その変化傾向から，以降で使用するウィンドウサイズを設定する。メディアンフィルターにより，中央

値を算出する。斜面勾配比は，最大ウィンドウサイズに対する最小ウィンドウサイズの比を算出する。最小

固有値比は，複数のウィンドウサイズ間で各セルの固有値比の最小値を抽出する。 

5.3 項で抽出した重力変形斜面及びそれ以外の斜面の地形量を比較し，両者に対して分離性の高い閾値を

設定する。閾値以上となる斜面勾配比，最小固有値比等の分布図を作成し，重力変形が発生している斜面を

抽出する。 

 

6.2.3 地形条件による調査優先度の設定 

地形的条件（水文地形特性，重力変形地形特性）を総合的に判断して，調査優先度を設定する。深層崩壊

の発生する恐れのある斜面のうち，6.2.1項の水文地形特性を指標として抽出された斜面及び6.2.2項の重力

変形地形特性を指標として抽出された斜面に該当する斜面を重ね合わせ，調査優先度の高い斜面として選定

する（図 6-1）。なお，該当斜面数と深層崩壊との関係性の評価には，的中率とカバー率等を使用する。的中

率，カバー率の算出方法については，渓流抽出マニュアル 1)に準拠する。 

 

図 6-1 地形による調査優先度設定のイメージ 

  

深層崩壊の発生する恐れのある斜面

水文地形特性
重力変形
地形特性

調査優先度の
高い斜面
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7. 深層崩壊の発生する恐れのある斜面のリスク評価 

斜面の危険度と崩壊規模から総合的に判断し，斜面のリスク評価を行う。 

 

7.1 斜面の危険度評価 

7.1.1 地形・地質構造の把握 

6章で調査優先度の高い斜面として選定された斜面において，地表踏査を行い，広域の地質分布や，断層，

節理の分離面等の方向など地質構造の把握を行う。また，湧水の箇所，小崩壊の発生の有無，荒廃状況，植

生等，深層崩壊の発生に関連する状況について確認する。斜面の周辺では，河川の下刻などに着目し，山地

斜面の地形発達を検討する。そして，地表踏査により把握した地形・地質状況から，深層崩壊の危険度を総

合的に評価する。なお，四万十層群が分布する地域では，紀伊山地の評価事例 14)を参照にできる。 

 

7.1.2 斜面のひずみ率算出 

6 章で調査優先度の高い斜面として選定された斜面において，小崖の分布からひずみ率の算出を行い，斜

面の危険度を評価する。 

本資料では，斜面長に対する小崖の長さを「ひずみ率」と定義し，5.2 項において判読した小崖の分布を

もとに解析測線を設定し，各測線でひずみ率の算出を行う（図 7-1）。なお，計算に用いた地形変化点（小崖

頭部，小崖下部，斜面末端）については座標値を求め，再現性を確保するようにする。 

 

 

図 7-1 ひずみ率算出の概念図 

 

 

  

X

L

ひずみ率＝小崖長／斜面長
　　　　　　＝X/（X+L)

小崖頭部

小崖下部

斜面末端
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7.1.3 水文・水質調査 

6 章で調査優先度の高い斜面として選定された斜面の周辺で水文・水質調査を実施する。水文・水質調査

は，選定した斜面からの湧水や周辺の沢水を対象に実施し，水文・水質の特異性の有無により，危険度を評

価する。水文・水質調査の項目は以下の通りとする。 

 

①水文調査 

水文調査は，電気伝導度，水温，pH，湧水量，流量及び気温を計測する。また，水文調査の結果から流域

ごとの比流量を算出する。水文調査は同一時期に一斉に実施することが望ましい。 

 

②水質分析 

水質分析対象項目は，主要溶存イオン 7 種（ナトリウムイオン Na+，カリウムイオン K+，カルシウムイ

オンCa2+，マグネシウムイオンMg2+，塩化物イオンCl-，硫酸イオンSO42-，炭酸水素イオンHCO3-）及び

ケイ酸を含めることとする。 

 

 

図 7-2 水文・水質調査地点のイメージ 

 

  



 

13 

 

7.2 崩壊規模の推定 

7.2.1 詳細調査（ボーリング調査，物理探査等） 

6 章で調査優先度の高い斜面として選定された斜面に対し，詳細調査を実施する。斜面の詳細調査として

は，ボーリング調査や物理探査が挙げられる。 

 

①ボーリング調査 

選定された斜面及びその周辺についてボーリング調査を行い，地質状況や地下水状況を把握する。 

 

②物理探査 

選定された斜面において，比抵抗二次元探査，もしくは空中電磁探査等を実施し，地中の比抵抗分布等を

把握する。また，地表踏査やボーリング調査で得られた地質データを用いて，比抵抗分布状況の解釈を行う。 

 

③その他の必要な調査 

その他，斜面の内部構造を推定できる調査が可能な場合は実施する。 

 

 

図 7-3 ボーリング装置概要図 15) 
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7.2.2 崩壊範囲の推定 

微地形判読結果や 7.2.1 項の詳細調査の結果に基づき，深層崩壊の発生する恐れのある範囲を設定する。

崩壊範囲は，微地形の分布のほか，水文地質構造，比抵抗分布を参考に決定する。なお，崩壊推定範囲は，

次項に示す崩壊深度の推定と整合性をもつこととする。 

 

7.2.3 崩壊深度の推定 

7.2.1項の詳細調査の結果に基づき，詳細調査を実施した斜面について，調査結果を示した地形・地質・比

抵抗分布に関する断面図の作成を行う。その上で，7.2.2項を考慮し，崩壊深度を推定する。空中電磁探査が

実施されている場合は，複数の断面を利用することが望ましい。 

 

 

 

図 7-4 空中電磁探査結果を活用した崩壊深度推定事例 

 

 

  

標高（ｍ） 

距離（ｍ） 
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7.2.4 崩壊土砂量の推定 

7.2.2項で推定した崩壊範囲及び7.2.3項で推定した崩壊深度を用いて，平均断面法等により崩壊土砂量を

算出する。また，崩壊深度を複数想定した場合は，それぞれで崩壊土砂量を算出する。あわせて，崩壊面積

を利用した換算式たとえば16)により崩壊土砂量を算出する（図 7-5）。 

 

 

図 7-5 崩壊土砂量と面積の関係 16) 
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8. リスク評価後の対応（監視・観測） 

7 章により，深層崩壊の恐れのある斜面においてリスクが高いと評価された斜面に対し，保全対象等を勘

案し必要に応じて動態観測や水文観測を行う。 実施にあたっては，従来からの地すべり監視・観測技術に加

え，近年の高度な監視・観測技術を検討する。 

 

 

 

図 8-1 動態観測の事例：挿入式孔内傾斜計の測定原理 17) 
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参考資料 1 

 

LPを用いた深層崩壊の発生に関連する微地形判読 

 

一般に大規模崩壊はその発生前に長年の重力影響による地形の変化が生じると考えられている。

この地形の変化は二重（多重）山陵や円弧状クラック等の微地形として地表面に表れると考えら

れている。この微地形を写真判読して地形量と過去の大規模崩壊発生履歴と比較することにより，

深層崩壊の発生する危険性を評価する渓流抽出マニュアルが平成 20年 11月に土木研究所より公

開されている。この中で大規模崩壊に関連性の高い微地形要素として，図 1 の要素が示されてい

る。 

 

 

 

図 1  深層崩壊の発生に関連する微地形要素の位置関係（模式図） 
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（1）山頂緩斜面 

山地の稜線付近に，周囲の斜面と比べて明らかに勾配が緩く，広い範囲にわたる平坦な斜面が

みられるものをいう。 

下方は急斜面となるため遷急線（傾斜が緩から急へ変化する点を結んだ線）が存在する。 

 

  
等高線図 

山地の稜線付近で，周辺と比べ等高線間隔が広
い面として表現される。 

空中写真 

立体視により，遷急線で下方の急傾斜面と隔て
られた山稜上の平坦面が判読できる。 

  
傾斜量図 

緩傾斜のため他より白く表現される。下方のや
や暗い色調で示されている急傾斜面と区分で
き，その境界が遷急線となる。 

赤色立体地図 

緩傾斜のため赤色が弱く，平坦のため灰色がか
って表現される。下方斜面は急傾斜のため赤色
が濃くなり，傾斜量図と同様に色調で区分でき
る。 

 

  

遷急線 

山頂緩斜面 

遷急線 

山頂緩斜面 

遷急線 

山頂緩斜面 

遷急線 

山頂緩斜面 
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（2）二重(多重)山稜，線状凹地 

山地の山稜部に見られる並走する二列の山稜地形を二重山稜といい，山稜が複数になる場合は

多重山稜という。斜面上に，ほぼ直線状の凹地が連続して分布する地形を線状凹地という。 

向かい合う 2 本の急崖（谷向き，山向き）と，その間に線状の凹地が存在する。 

 

  
等高線図 

山地の稜線付近で，山向き，谷向きの小崖（密
な等高線）の間に凹地（閉じた等高線）がみら
れる。 

空中写真 

樹木下に存在することが多く，その場合は熟練
者でなければ判読が困難。 

  
傾斜量図 

山稜付近に，線状に連続した急崖（黒色）と凹
地（白色）の繰り返しとして判読される。 

赤色立体地図 

山稜付近に，線状に連続した急崖（暗赤色）と
凹地（灰色）の繰り返しとして判読される。 

 

  

山向き小崖 

凹地 

谷向き小崖 

山向き小崖 

凹地 

谷向き小崖 

山向き小崖 

凹地 

谷向き小崖 

山向き小崖 

凹地 

谷向き小崖 
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（3）小崖（段差地形），円弧状クラック（亀裂） 

斜面を構成する岩盤の下方への重力変位によって形成される割れ目のことをクラックまたは亀

裂といい，等高線に沿うように円弧状を呈す場合を円弧状クラックという。割れ目の谷側斜面が

下方への変位によって段差を呈す場合は段差地形という。 

線状の不連続線（段差を伴う場合は急崖）として読み取ることができる。 

 

  
等高線図 

等高線に明瞭な不連続がみられる。 

空中写真 

樹木下に存在することが多く，その場合は熟練
者でなければ判読が困難。 

  
傾斜量図 

円弧状の急崖（黒色）として判読される。 

赤色立体地図 

円弧状の急崖（暗赤色）として判読される。 

 

  

円弧状クラック 

円弧状クラック 円弧状クラック 

円弧状クラック 
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（4）岩盤クリープ斜面 

比高のある山地斜面において，周辺斜面と異なり，わずかな凹凸が認められる斜面。斜面の緩

みを示すと考えられる。凸型の斜面型を呈し，亀裂・段差地形，線状凹地・二重山稜の近傍で認

められ，側部を谷地形で限られる場合が多い。岩盤クリープは，岩盤が地表近くで重力によって

徐々に変形・破壊する現象で，局部的なすべり面は複数存在してもこれらが連結して単一で連続

的なすべり面は形成されていないと考えられている。 

 

  
等高線図 

凹凸のある斜面（等高線の乱れあり）で，頭部
に線状凹地が認められる。 

空中写真 

大規模で明瞭な線状凹地が存在すれば判読で
きる可能性がある。斜面の微細な凹凸は判別困
難。 

  
傾斜量図 

凹凸のある斜面（斜面内に色調の濃淡あり）で，
頭部に線状凹地が認められる。 

赤色立体地図 

凹凸のある斜面（斜面内に色調の濃淡あり）で，
頭部に線状凹地が認められる。 

線状凹地 

凹凸のある斜面 

谷地形 (谷向き)小崖 

線状凹地 

凹凸のある斜面 

谷地形 (谷向き)小崖 

線状凹地 

凹凸のある斜面 

谷地形 (谷向き)小崖 

線状凹地 

凹凸のある斜面 

谷地形 (谷向き)小崖 
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（5）地すべり地形 

地すべりとは，斜面の一部あるいは全部が重力によって斜面下方に移動する現象をいう。地す

べり地形は地すべり変動によって生じた（もしくは生じつつある）地形の総称をいう。地すべり

地形は一般的に馬蹄形の滑落崖と緩傾斜の移動体からなり，移動体は乱れた地形を呈す。 

 

  
等高線図 

頭部の急崖（滑落崖）と下方の緩斜面（移動体）
の組み合わせとして判読できる。 

空中写真 

立体視により，頭部の急崖（滑落崖）と下方の
緩斜面（移動体）の組み合わせとして判読でき
る。 

  
傾斜量図 

等高線図と同様で，移動体内は無数の段差地形
が判読される。 

赤色立体地図 

等高線図と同様で，移動体内は無数の段差地形
が判読される。 

滑落崖 

移動体 

滑落崖 

移動体 

滑落崖 

移動体 

滑落崖 

移動体 
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（6）深層崩壊跡地 

一般的に馬蹄形の大滑落崖が特徴的である。土塊が流出している場合と残存している場合があ

り，前者は滑落崖下方が凹型の斜面型，後者は凸型の斜面型を呈すことが多い。 

 

  

等高線図 

密な等高線で表現される滑落崖（急崖）と，下
方の崩土堆積域（凸型緩斜面）の組み合わせが
判読される。 

空中写真 

滑動中あるいは新しい崩壊跡地では，滑落崖は
裸地として明瞭に判別できる。崩土は樹木がの
ったまま滑る場合もある。 

  

傾斜量図 

濃色で表現される滑落崖（急崖）と，淡色で表
現される下方の崩土堆積域（凸型緩斜面）の組
み合わせが判読される。 

赤色立体地図 

赤色で表現される滑落崖（急崖）と，灰色で表
現される下方の崩土堆積域（凸型緩斜面）の組
み合わせが判読される。 

 

  

滑落崖 

崩土 

滑落崖 

崩土 

滑落崖 

崩土 
滑落崖 

崩土 
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（7）表層崩壊地，跡地 

主に表土層あるいは表層の風化部が周囲の不動域から分離し，急激に滑り落ちた範囲を崩壊地，

崩壊後，崩壊地内に草本類が侵入してきて安定化に向かっているものを崩壊跡地という。一般に，

源頭部は馬蹄形や半円状の急傾斜をなす。 

河川侵食により斜面末端に表層崩壊が進行すると，斜面全体の不安定化につながるため注意が

必要である。 

 

  
等高線図 

凹型を呈す等高線の不連続が判読される。 

空中写真 

新しい崩壊地であれば裸地，草本地あるいは周
辺よりも幼齢の樹林として判読できる。植生が
復旧後は判別が困難である。 

  
傾斜量図 

浅い崖（黒色）の連続として判読される。 

赤色立体地図 

浅い崖（暗赤色）の連続として判読される。 

表層崩壊地，跡地 
表層崩壊地，跡地 

表層崩壊地，跡地 表層崩壊地，跡地 
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（8）ガリー 

急な側壁を持つ直線的で小規模な溝状の地形をガリー（雨裂）という。降雨時のみ流水がある

ことが多い。 

斜面側部のガリーが発展して沢地形となり，斜面頭部の小崖とつながっているような斜面では，

斜面の変形が進行していることが考えられる。 

 

  
等高線図 

等高線の凹みが線状に連続する。 

空中写真 

ある程度の大きさのガリーであれば，植生が線
状に途切れた線として判読できる。 

  
傾斜量図 

線状を呈す浅い溝地形（暗灰色）として判読さ
れる。 

赤色立体地図 

線状を呈す浅い溝地形（暗赤色）として判読さ
れる。 

  

ガリー ガリー 

ガリー ガリー 
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参考資料 2 

 

紀伊山地での代表的な微地形判読事例 
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参考資料 3 

 

水文地形特性による閾値設定事例 

 

水文地形特性による危険メッシュ設定例を図 2 に示す。集計表では，勾配及び集水面積が増大

するにしたがって，危険度の低い地形量から高い地形量へ移行するように閾値を設定する（図 2

の黒太枠）。なお，深層崩壊面積率が当該検討対象地域全体の平均値の 2 倍以上となる地形量で

あっても，当該地形量を有する全メッシュ数が極端に少ない場合（例えば，当該地域の総メッシ

ュ数の 1％に満たない場合等）については，危険度の高い地形量を設定する際の判断材料にはし

ない。 

 

 

図 2 危険メッシュの設定例 

  

※黒太枠が設定した危険度が高い地形量 

※赤字は当該地形量を有する全メッシュ

数が 1％に満たない場合 

※10mメッシュサイズ DEM を使用 
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参考資料 4 

 

斜面勾配，固有値比の算出方法 

 

数値標高モデル（DEM）による地形計測には，勾配・傾斜，斜面方位，曲率など多くの地形特

性値が存在する 1)。LP データ等による細密な DEM データを用いれば，地形の特徴を高精度に把

握することが可能となる。 

ここでは，重力変形（岩盤クリープ）斜面の抽出に使用する斜面勾配 2)と固有値比 3)の算出方

法について紹介する。 

 

○斜面勾配 

斜面勾配は，3×3 のグリッドセルにおいて，中心セル（座標値 x，y）の標高を Zx,yとすると，

斜面勾配 I（rad）は，式(1)にて算出される。 

   22
atan dydzdxdzI   ･･････ (1) 

)2{(
8

1
1,1,11,1   yxyxyx ZZZ

Ddx
dz

)}2( 1,1,11,1   yxyxyx ZZZ  ･･････ (2) 

)2{(
8

1
1,11,1,1   yxyxyx ZZZ

Ddy
dz

)}2( 1,11,1,1   yxyxyx ZZZ  ･･････ (3) 

 

ここで，I は斜面勾配，dz/dx は中央セルから x 方向への標高値の変化率，dz/dy は中央セルから y

方向への標高値の変化率として，式(2)，式(3)でそれぞれ表される。D は，グリッドセルの大きさ

である。 

 

○固有値比 

固有値比は，斜面に立てた垂線ベクトルの乱れを地表面の乱れとして評価するもので，値が大

きいと平坦で滑らか，小さいと表面形状の変化が大きいことを表現でき，凹凸の程度を表してい

る。 

固有値比の算出では，3×3 のグリッドセルにおいて，グリッドセル i の方位角を φi，天頂角を θi

とすると，グリッドセル i の法線ベクトル（xi， yi， zi ）は，式(4)で示される。また，法線ベク

トルの方向テンソル T は，式(5)で示される。 

（xi， yi， zi）＝（cosθi cosφi，cosθi sinφi，sinθi） ･･･ (4) 























2

2

2

iiiii

iiiii

iiiii

zyzxz
zyyxy
zxyxx

T  ･････････ (5) 

 

この行列 T の固有値（値の大きいものから順に，λ1，λ2，λ3 とする）を求め，式(6)により，S1，
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S2を求める。 

　
321 




 i

iS  ････････････････････ (6) 

S1，S2より固有値比 は，式(7)により求められる。 

)/(In 21 SS  ････････････････････ (7) 

 

＜参考文献＞ 
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Vol.46，No.6，pp.347-360 

2) Burrough, P. A. and McDonnell, R. A. (1998) : Principles of Geographical Information 

Systems, Oxford University Press, p.190 

3) Woodcock, N.H. and Naylor, M.A. (1983) : Randomness testing in the three-dimensional 

data, Jour. Struct.Geol. 5, pp.539-548 
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参考資料 5 

 

地形解析のウィンドウサイズ 

 

解像度の高い（メッシュサイズの小さい）DEM を用いて算出した地形量は小さなスケールの

地形的特徴を表現できるが，大きなスケールの地形的特徴を把握するのは困難である。反対に，

DEM の解像度を低く（メッシュサイズを大きく）した場合には，微小な地形を把握することが

困難となる。そこで，地形量を算出する際，ウィンドウサイズ（解析セルの間隔）を設定するこ

とにより，高解像度の DEM のままで大きな空間スケールの地形的特徴を把握することができる。 

図 3 は解析ウィンドウの概念図である。地形量の多くは，周囲 8 つのセルを用いて中央のセル

の位置で地形量を算出するが，ウィンドウサイズを設定した場合は，中央のセルから等間隔に位

置する 8 つのセルを用いて算出する。 

ウィンドウサイズを使用することにより，対象とする斜面の地形的特徴を最もよく表現できる

地形量を算出することができる。岩盤クリープ斜面では，複数のウィンドウサイズを設定し固有

値比を算出した場合，最も固有値比が小さくなる（最も斜面の凹凸が表現される）ウィンドウサ

イズが存在する 1)。 

 

図 3 解析ウィンドウの概念図（横山ら, 2012） 

＜参考文献＞ 

1) 横山修・内田太郎・中野陽子・石塚忠範・笠井美青・鈴木隆司（2012）：レーザー測量デー

タを用いた岩盤クリープ斜面の表面形状把握，砂防学会誌，Vol.64，No.6，pp.13-24 

2) 内田太郎・中野陽子・秋山浩一・田村圭司・笠井美青・鈴木隆司（2010）：レーザー測量デ

ータが表層崩壊発生斜面予測及び岩盤クリープ斜面抽出に及ぼす効果に関する検討，地形，

Vol.31，No.4，pp.383–402 

3) 岩橋純子・神谷泉・山岸宏光（2009）：LiDAR DEM を用いた表層崩壊のアセスメントに適

する勾配と凹凸度の計算範囲の推定，地形，Vol.30，No.1，pp.15–27 
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参考資料 6 

 

岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面の地形量 

 

岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面について，斜面勾配と固有値比の算出した結果を以下

に示す。平成 23 年に紀伊山地で発生した深層崩壊斜面は，岩盤クリープであった可能性が高い

ことがわかっている 1)。これらを代表的な岩盤クリープ斜面と設定し（図 4），一方，対岸付近の

急傾斜面で，緩傾斜地がなく谷が深く形成されている斜面を非岩盤クリープ斜面とした（図 5）。

崩壊前の LP データを用いて複数のウィンドウサイズで斜面勾配と固有値比を算出した。LP デー

タは 2m グリッドサイズを使用し，ウィンドウサイズは，2～500m の 15 種とした。 

ボックスプロット図を図 6 に示す。ボックスプロット図で見ると，ウィンドウサイズが 100～

200m より大きな場合の斜面勾配は，大きく減少している。これは，ウィンドウサイズが岩盤ク

リープ斜面の地形のスケールを大幅に越えたためと考えられる。ウィンドウサイズが大きくなる

と岩盤クリープ斜面の斜面勾配の中央値はあまり変化がないのに対し，非岩盤クリープ斜面は大

きく減少する。また，岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面の固有値比は，どちらもウィンド

ウサイズが大きくなると値が小さくなるが，非岩盤クリープ斜面のほうが，より小さい。閾値を

設定することで，地形量から特定の地形を分離することが可能となる。 

 

 

図 4 深層崩壊発生前の岩盤クリープ斜面 2) 
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図 5 対象地域における代表的な岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面の設定 2) 

 

図 6 岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面におけるウィンドウサイズと地形量 2) 
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＜参考文献＞ 

1) CHIGIRA, M., TSOU, C., MATSUSHI, Y., HIRAISHI, N. and MATSUZAWA, M.（2013）：

Topographic precursors and geological structures of deep-seated catastrophic landslides 

caused by Typhoon Talas，Geomorphology，201，pp.479-493． 

2) ISOGAI, N., KINOSHITA, A., TAKAHARA, T., ISHIZUKA, T., YOKOYAMA, O. and  

TAKEMURA, F. (2014)：The Use of LiDAR in Identifying High-risk Slopes at Sites of 

Deep-Seated Catastrophic Landslides, Interpraevent2014 
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参考資料 7 

 

重力変形（岩盤クリープ）斜面の抽出手順 

 

LP データを用いた斜面勾配比，および最小固有値比による岩盤クリープ斜面の抽出手法を図 

7 に示す。また，抽出結果を図 8 に示す。 

 

 

図 7 岩盤クリープ斜面の抽出フロー1)  

 

岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ斜面について，斜面勾配比と最小固有値比の分布率を図 9

に示す。分布率は，単位面積あたりのセル数を示している。岩盤クリープ斜面と非岩盤クリープ

斜面のピーク時のそれぞれの値に差があり，両者が離れた分布の場合は分離性が高いと判断され

る。 

両者の分離性が低い場合は，使用するウィンドウサイズを見直す，代表としたクリープ斜面（標

準斜面）を見直す等により，両者が分離できるような閾値設定を工夫する。 
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図 8 岩盤クリープ斜面の抽出結果 

 

 

図 9 岩盤クリープを分離する閾値 

 

 

＜参考文献＞ 

1) 高原晃宙・磯貝尚弘・一色弘充・木下篤彦・石塚忠範・横山修・佐藤美波（2014）：深層崩

壊の発生の恐れのある斜面抽出手法に関する一考察，平成 26年度砂防学会研究発表会概要集 B， 

pp.104-105 
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参考資料 8 

 

指標の組み合わせと抽出パターン 

 

水文地形特性，重力性変形特性（最小固有値比，斜面勾配比）の 3 指標を用いた場合について，

組み合わせによる深層崩壊の恐れのある斜面の抽出パターンを以下に示す。目標とする絞り込み

の程度に応じて抽出パターンを選択する。 

 

 

図 10 3指標の組み合わせ事例 

 

＜参考文献＞ 

1) 高原晃宙・瀬戸秀治・野池耕平・木下篤彦・清水孝一・石塚忠範・横山修・磯貝尚弘（2015）：

深層崩壊の発生の恐れのある斜面抽出のための検討事例，平成 27 年度砂防学会研究発表会概

要集 B，pp.352-353 

2) 城ヶ崎正人・渡邊剛・廣瀬昌宏・木下篤彦・高原晃宙・瀬戸秀治・野池耕平・中野真帆・松

原智生・田中智（2015）：浦川流域における深層崩壊発生のおそれのある斜面の抽出手法と発

生土砂量の検討，平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 B，pp.118-119 

 

  

①3要素のいずれかで閾値以上

地形量or重力性変形
（最小固有値比or斜面勾配比）

③少なくとも2要素で閾値以上

（地形量and最小固有値比）or
（地形量and斜面勾配比）or

（最小固有値比and斜面勾配比）

④地形量が閾値以上で、最小固有
値比・斜面勾配比のいずれかが閾
値以上

地形量and重力性変形
（最小固有値比or斜面勾配比）

⑤3要素すべてで閾値以上

地形量and重力性変形
（最小固有値比and斜面勾配比）

②地形量が閾値以上、または最小
固有値比・斜面勾配比のいずれも
閾値以上

地形量or重力性変形
（最小固有値比and斜面勾配比）

地形量
地形量

地形量

地形量

地形量

最小固有値比 斜面勾配比

最小固有値比 斜面勾配比最小固有値比 斜面勾配比

最小固有値比 斜面勾配比

最小固有値比 斜面勾配比
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参考資料 9 

 

付加体地域における微地形タイプと深層崩壊の発生危険度の評価事例 

 

既往研究 1)では，付加体地域において重力斜面変形による主たる変形地形に注目し，地質構造

と重力変形のメカニズムに基づいて重力斜面変形を分類した。また，深層崩壊事例に基づいて，

深層崩壊の発生危険度を次の I から IV の 4 段階に区分している（表 1，図 11）。 

 

表 1 重力斜面変形のタイプとメカニズムに応じた深層崩壊発生危険度 1) 

 

 

＜参考文献＞ 

1) 千木良雅弘・坂島俊彦・渋谷研一（2014）：深層崩壊発生危険斜面の地質・地形的抽出法に

ついて，平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 A，pp.16-17 
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図 11 主たる変形地形と深層崩壊の発生危険度のまとめ 1)  

【深層崩壊の発生危険度】 

I：斜面は重力よって変形しているが，崩壊発生の危険性は低い 

II：深層崩壊発生の危険性は低い 

III：深層崩壊発生の危険性が高い 

IV：深層崩壊の発生の危険性が極めて高い 
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参考資料 10 

 

ひずみ率の定義と算出事例 

 

ひずみ率に関する既往研究事例としては，現場斜面に

おける地表面のひずみの大きさを 4 段階に区分し，危険

度評価を行う手法を提案した事例 1)や，空中写真判読か

ら地すべり地形の発達過程ごとに変位率を算出し，活動

とともに変位率が大きくなることを示した事例 2) ，斜面

方向と垂直方向にわけて変位量と斜面長の比を算出しひ

ずみ率と勾配から斜面安定度指標を提案した事例 3)があ

る。また，2011 年台風 12 号で崩壊した紀伊山地の事例

では，崩壊前後の DEM データから地形を比較し，崩壊に先だった変形量の和と斜面全体の大き

さから，5～21％というひずみの値が得られている 4)。このように既往研究事例はいくつかある

が，研究ごとにひずみ率の名称や計算方法が異なっているため，単純に比較することができない。

そこで本資料では，ひずみ率の計算方法を統一し，小崖上部・小崖下部・斜面末端の 3 点から斜

距離を求め，ひずみ率を算出した。 

 

図 13 ひずみ率の算出事例 

  

ひずみ率21.8％ひずみ率4.3％ ひずみ率5.4％

X

L

LV

XV

LHXH

X’

L’

ひずみ率＝X’/（X’+L’)

図 12 ひずみ率の定義 



参考-51 

 

＜参考文献＞ 

1) 森脇寛（2001）：地表面移動量を指標とする地すべり斜面の崩壊危険度評価，地すべり，Vol.38，

No.2，pp.115-122 

2) 稲垣秀輝・小坂英輝・大久保拓郎（2007）：四国，中央構造線沿いの地すべりの発生と安定

化，日本地すべり学会誌，Vol.44，No.4，pp.37-43 

3）小野田敏・高山陶子・ハスバートル（2014）：ひずみ率等による斜面安定度の推定，平成 26

年度特別講演およびシンポジウム予稿集「土砂災害の軽減に向けて－大規模斜面変動の前兆と

評価－」，pp.49-55，日本応用地質学会 

4) 千木良雅弘・松四雄騎・ツォウ・チンイン・平石成美・松澤真・松浦純生（2012）：2011 年

台風 12 号による深層崩壊，京都大学防災研究所年報，第 55 号 A，pp.193-211 

  



参考-52 

 

参考資料 11 

 

流量の計測手法 

 

小流域における流量の計測手法として主に以下の 4 つが挙げられる。現地の条件に応じて適切

な流量計測法を選定，若しくは組み合わせる。 

それぞれの手法の概要とメリットとデメリットは以下のとおりである。流速計測法には，流速

計を使用する以外に浮子測法や超音波法などがある 1)。 

 

表 2 流量計測手法 

計測方法 概要 メリット デメリット 

容器法 

バケツやビニール袋等によ

り時間あたりの流量を直接

計測する。必要に応じて土の

う等を用いて流路を整備す

る。 

直接的な測定であり，精度は

高い。 

流水が集中していない場合

や流量が多い場合は，計測が

困難である。 

流速計測法 

流路の断面積と断面あたり

の流速を掛け合わせること

により，流量を算出する。 

流量が多い場合に適する。 

流量が少ない場合は，測定が

難しく精度が悪くなる。ま

た，流速が流路断面内で大き

く変化する条件では精度が

悪くなる。 

堰測法 

流路に三角堰などを設置し，

ノッチ高を測定することに

よって流量を算出する。 

堰の容量内の流量に対して

は，精度は高い。 

多数の計測には不向きであ

る。また，岩盤や玉石の分布

地では，堰の設置が困難とな

る。 

塩分希釈法 

定量の食塩水を流路の上流

側で投入し，下流側にて電気

伝導度を測定して算出する。 

流量の多寡によらず比較的

簡易に測定可能である。 

ある一定幅で流下している

箇所での測定が望ましく，計

測流下区間で，流路の分岐や

屈曲，大きな溝，伏流がある

等の条件では精度が悪くな

る。 

 

＜参考文献＞ 

1) 国土交通省・水管理・国土保全局（2014）：河川砂防技術基準調査編 
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参考資料 12 

 

水文・水質調査事例 

 

深層崩壊と水文・水質特性に関する研究は，九州山地における実績が多い。詳細は参考文献を

参照されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 江良川流域の地形と流量・水質調査地点 1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 流域面積・比流量・電気伝導度・pHの標高分布図 1) 

 

 

＜参考文献＞ 

1) 地頭薗隆・下川悦郎・寺本行芳（2000）：南九州の火山地域における崩壊の水文地形学的検

討,地すべり，第 36 巻，第 4 号，pp.14-21 

2) 地頭薗隆・下川悦郎・寺本行芳（2006）：深層崩壊発生場予測法の提案－鹿児島県出水市矢

筈岳山体を例にして－,砂防学会誌，Vol.59，No.2，pp.5-12 
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参考資料 13 

 

空中電磁探査の概要 

 

 空中電磁探査は，航空機に探査装置を搭載して電磁誘導により地盤の比抵抗構造を非接触で取

得する調査方法である。周波数領域空中電磁法と時間領域空中電磁法の 2 つの探査手法があり，

深層崩壊に関する調査では，周波数領域空中電磁法が実施されている。空中電磁法探査理論の詳

細については，参考文献を参照されたい。 

 

周波数領域空中電磁法は，ヘリコプターを用いて送信・受信コイルを固定・収納したバードを

曳航し，相互インダクタンスの変化を測定して比抵抗を求める方法である。送信コイルに交流電

流を流すと，コイルの周辺に交流磁場（1 次磁場）が生じる。この交流磁場が地中を通過する際，

地盤中にこの磁束の変化を打ち消すように渦電流が流れ，これが別の交流磁場（2 次磁場）を発

生させる。2 次磁場の強さは地盤の比抵抗と相関があるので，1 次磁場に対する 2 次磁場の割合

を受信コイルで測定することにより，磁場が到達した深度までの地盤の平均的な比抵抗を測定す

ることができる。測定に際しては，異なる周波数帯を用いることにより，異なる深度の比抵抗情

報を取得できる。なお，5 周波は DIGHEM タイプ（水平共面；56,000Hz，5,000Hz，385Hz，

垂直同軸；7,200Hz，900Hz），6 周波は RESOLVE タイプ（水平共面；140,000Hz，31,000Hz，

6,900Hz，1,500Hz，340Hz，垂直同軸 3,300Hz）と呼ばれており，探査可能深度は 100～150ｍ

程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 空中電磁探査の実施状況（左：RESOLVEタイプ 右：DIGEHMタイプ） 

 

＜参考文献＞ 

1) 物理探査学会（1998）：物理探査ハンドブック，第 6 章電磁探査，創立 50 周年記念物理探査

学会 
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参考資料 14 

 

崩壊面積を利用した崩壊土砂量の推定方法 

 

 図 17 は平成 23 年紀伊半島大水害において発生した深層崩壊を基に分析された崩壊面積と移

動土砂量の関係を示している。相関関係も良く，紀伊山地に分布する付加体等の地質が類似する

場合には，比較的精度よく崩壊土砂量を推定することが可能と考えられる。 

 

 

図 17 崩壊土砂量と面積の関係（紀伊山地の事例） 

 

＜参考文献＞ 

1) 磯貝尚弘・森田耕司・石塚忠範・木下篤彦・高原晃宙（2014）：2011 年台風 12 号により紀

伊山地において発生した深層崩壊の面積と土塊量，平成 26年度砂防学会研究発表会概要集 B， 

pp.276-277 
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参考資料 15 

 

深層崩壊の危険斜面に有効な監視・観測の手法 

 

重力変形による斜面変動は，緩慢な運動である地すべりと類似する点が多く，一般的な地すべ

り等で行われている監視・観測方法が有効と考えられる。監視・観測には以下の 3 種が考えられ

る。 

 

① 地中移動量 

② 地表移動量 

③ 地下水変動量 

 

地中の移動量の観測には，ボーリング孔を利用した孔内傾斜計 1)やパイプ歪計が有効である。

地表面の移動量の観測には，地盤伸縮計，移動杭測量，GPS 測量等があり，近年では，地上 3Ｄ

レーザースキャナや人工衛星による合成開口レーダ（SAR）の干渉解析が行われ，高精度地盤変

動測量の把握が行われている 2) 3)。地下水変動量はボーリング孔内の地下水位変動だけでなく，

対象斜面の側部・先端付近の湧水量の把握も有効である。いずれも現地条件や計測の間隔，精度

等を考慮し選択する必要がある。 

 

図 18 月山周辺での干渉 SARによる変動斜面の抽出事例 4) 
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図 19 湧水センサーによる湧水量の監視・観測 5) 

 

＜参考文献＞ 

1) 土木研究所土砂管理研究グループ地すべりチーム（2007）：地すべり防止技術指針及び同解

説（提案），土木研究所資料，No.4077 

2) 吉川知弘・水野正樹・林真一郎・佐藤匠・中川和男・藤本亮・松本定一（2012）：干渉 SAR

を用いた土砂災害予兆監視手法の検討，平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集，pp.180-181 

3) 佐藤浩・岡谷隆基・小荒井衛・鈴木啓・飛田幹男・矢来博司・関口辰夫（2012）：SAR 干渉

画像を用いた地すべり地表変動の検出について－山形県月山周辺を事例にして－，日本地すべ

り学会誌，vol.49，No.2，pp.61-67 

4) 国土地理院（2014）：干渉 SAR ホームページ http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/sar/index.html，

観測日 2006/09/12 及び 2008/09/17 

5) 地頭薗隆・石塚忠範・能和幸範・柳町年輝（2014）：深層崩壊警戒対応の湧水センサーの開

発，砂防学会誌，vol.66，No.5，pp.49-52 
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